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1.大 阪大学文書館設置準備室設置要項

平成18年2月10日

大阪大学文書館(仮 称)設 置第二次答申

大阪大学総合計画室長

鈴木直理事 ・副学長殿

大阪大学文書館(仮 称)設 置ワーキング主査 阿部武司

昨年1月 以来、大阪大学に文書館 的機能 を持つ組織(以 下、便宜的 に文書館 と呼びます)

の設置の可否 をめぐって討議を重ねてまい りま したが、同年8月 の第5回 ワーキングで設

置可 とい う結論 が得 られ、9月 にそれに関わる第一次答 申を総合計画室に提出 し、基本方

針 はご承認 いただきま した。 さらに本 日開催 されま した第9回 ワーキ ングで第二次答 申案

が了承 されま したので、第二次答 申を総合計画室に提出 させていただきます。 よろしくご

審議お願いいた します。

1.設 置 目的

文書館の設置 目的は(1)現 用期 限が過 ぎた法人文書(大 学本部および各部局の簿冊 をは

じめとす る文書)中 、アーカイブ として保存すべきものを選別 し ・整理 ・公開す ること、

お よび(2)大 阪大学 に関す るそのほかの歴史的資料を収集 ・整理 し公 開することの2点 を

柱 とする。 それ らに関連 して文書館 は、上記資料に基づ く各種調査 とその成果の刊行な ど

の研究活動、大阪大学の歴史な どに関する学生への教育活動、さらには展示や市民講座 の

開催な どの社会貢献事業 も行 う。

上記 目的の(1)は 情報公 開法(1999年 制定。2001年4.月 施行)と 深 く関わ り、(2)

は過去に実施 され 、今後再開が予想 され る大学史編纂の際の収集資料の保存 と関連 してい

る。上記2つ の 目的が対象 とす る資料 は、オーバーラ ップす る面はあるものの、少な くと

も技術的にみてそれぞれ別個の専門的な取扱いが要求 され る。

今後、大阪大学 の行政文書の保管や公開を確実に行い、近い将来編纂委員会*等 の(文

書館 とは異なる)組 織 を設 けて実施 しなければならない100年 史編纂事業 を円滑に進 める

ためにも、可能な限 り早期 に文書館 を実現すべきである。

*阪 大の創 立100年 は平成43(2031)年 であるか ら、その10年 少 し前の平成32(2020)

年頃には100年 史編纂委員会お よび同編纂室が設置 される必要がある。
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2.組 織

平成18年 度中に文書館設置準備室(以 下、準備室 と呼ぶ)を 設置 し、中期計画が終了す

る平成21年 度までに文書館の設置を準備する。文書館 自体は新中期計画の実施 と同時に平

成22年 度に開設することを目指す。

準備室は法人文書、歴 史的資料の両方の整理 ・収集を進め、文書館設置に備 え関連法規の

整備を行 う。

文書館 は本部の直接管理下に置かれ るべきであるので、その設置準備 の段階か ら本部兼

任の事務職員1名 が準備室のメンバーにな る必要がある。

3.施 設

準備室は総合学術博物館 内に置かれ るが、将来の文書館 の設置場所は、まず豊中地区と

す る。将来、各部局の文書が毎年度、文書館に流入 して くる体制が固まった暁には、法人

文書の保管場所 を本部の近隣に別個設置す る。

4.人 員

準備室には兼任教員(教 授)1名 を準備室長 として置 き、その者が統括責任 を負 う。

同室の専任教員 として専任講師1名 を置 く。任期は平成18年 度か ら平成21年 度まで

とする。多 くの国立大学文書館 では通常助手が専任教員であるが、大学史編纂室などの伝

統の上に設置 されたそれ らの大学文書館 と異なって、基礎がまった くない所に設置 され る

本学文書館 を短期 間に発展 させるためには、す ぐれたarchivistの 確保が肝要であ り、また、

できるだけ早期に 「大阪大学の歴史」な どの全学共通教育科 目の講義 を担 当して もら う必

要 もあるため、講師ポス トの確保が必要である。専任教員 は資料の収集 ・整理 ・保存 ・公

開に深い関心 と学識 を持ち、かつ実務経験を持ついわゆるarchivistで ある。専攻分野 とし

ては 日本近代史、 とくに大学史、教育史、法制史な ど、文書館での実務 自体が研究 ・教育

に直接反映 され る分野が望まれる。なお同ポス トは全学的見地か らみて重要であるので、

本部留保教員 ポス トの活用が期待 され る。

専任教員 の下には法人文書、歴史的資料のそれぞれを分担 して収集 ・整理 してもらうため

に事務補佐員2名 を置 く。

そのほか本部兼任の事務職員1名 を置 くことは、すでに述べたとお りである。,

[組織表]

文書館設置準備室 統括 準備室長(兼 任教授)

講師1(専 任)

法人文書担当 事務補佐員1

歴史的資料担当 事務補佐員1

事務(本 部直属)事 務職員(兼 任)
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2.大 阪大学文書館設置準備室設置要項

大阪大学文書館設置準備室設置要項

(設置)

第1大 阪大学に、大阪大学の歴 史に関す る文書(法 人文書を含む。以下同 じ。)の 収集 、

整理、保存及び公 開を目的 とす る文書館の設置準備 を行 うため、大阪大学文書館設置準

備室(以 下 「準備室」 とい う。)を 置 く。

(業務)

第2準 備室は、次の各号 に掲 げる業務 を行 う。

一 大阪大学の歴史 に関す る文書の収集
、整理及び保存に関す ること。

二 大阪大学の歴史 に関す る文書の調査に関す ること。

三 その他文書館の設置準備 に必要な事項

(室長)

第3準 備室 に、室長 を置 く。

2室 長 は、本学の教員の うちか ら総長が指名する者をもって充てる。

3室 長 は、準備室の業務 を統括する。

4室 長の任期は、2年 とす る。ただ し、再任 を妨 げない。

(専任教員等)

第4準 備室に専任教員 として講師1人 を置 く。

2専 任教員 は、室長 の命 に従い、準備 室の業務に従事す る。

3準 備室に嘱託職員(ア ッパー クラス)1人 を置 く。

4嘱 託職員(ア ッパー クラス)は 、室長の命 に従い、準備室の事務を処理す る。

5第1項 及び第3項 に定めるもののほか、準備 室に、必要な職員 を置 くことができる。

(雑則)

第5こ の要項に定めるもののほか、準備室に関 し必要な事項は、総長が別に定 める。

附 則

この要項は、平成18年7月1日 か ら施行す る。

附 則

この改正は、平成21年4月1日 か ら施行す る。

附 則

この改正は、平成23年4月1日 か ら施行す る。

106



第3部 各大学アーカイヴズの規則等

3.学 習 院 アー カ イ ブ ズ 規 程

学習院アーカイブズ規程

平成23年4月1日

施行

(趣旨)

第1条 この規程は、学校法人学習院(以 下 「本院」 とい う。)に 置 く学習院アーカイブズ

に関 し、必要な事項 を定める。

(設立)

第2条 学習院 アーカイ ブズは、本院の経営、教育 ・研究活動及び これ らの活動に伴 う事

務処理において作成 され、収受 され る史資料の うち、将来に残すべき価値のある史資料

を評価選別 し、保存 ・管理す る組織 として設立す る。

(業務)

第3条 学習院アーカイブズは、前条の 目的 を達成す るため学校法人学習院事務分掌規程

第2条 の2に 定める業務 を行 う。1

(構成)

第4条 学習院アーカイブズは、次の者か ら構成する。

一 室長

二 事務職員3名(内 アーキ ビス ト2名)

(室長)

第5条 室長は、総務担 当常務理事 とし、院長 が委嘱す る。

(運営委員会)

第6条 学習院アーカイブズに、学習院アーカイブズ運営委員会 を置 く。

(改正)

第7条 この規程 の改正 は、科長会議 の議 を経て、院長が行 う。

附 則

この規程 は、平成23年4月1日 か ら施行す る。
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4.九 州大学大学文書館規則

九州大学大学文書館規則

平成16年 度九大規則第201号

施行:平 成17年4月1日

最終改正:平 成23年4月1日

(趣 旨)

第1条 この規則は、九州大学学則(平 成16年 度九大規則第1号 。以下 「学則」とい う。)

第13条 第2項 の規定に基づ き、大学文書館(以 下 「文書館 」 とい う。)の 内部組織その

他必要な事項を定めるもの とす る。

(目的)

第2条 文書館 は、九州大学(以 下 「本学」 とい う。)に 関わ る法人文書等の資料 を収集 、

整理、保存 し、大学及び大学の歴史に関す る調査研究を行 うとともに、その資料 を学生、

職員その他一般の利用に供す ることを目的 とする。

(資料室)

第3条 文書館に、次 に掲 げる資料室 を置 く。

法人文書資料室

大学史資料室

2文 書館 に、九州大学百年史の編集業務 を行 うため、百年史編集室を置 く。

(業務)

第4条 文書館は、次 の各号に掲げる業務 を行 う。

(1)資 料の収集、整理及び保存に関すること。

(2)資 料の調査 ・研究に関す ること。

(3)資 料の活用 に関す ること。

(4)そ の他大学資料 に関す るこ と。

(館長)

第5条 学則第26条 の規定によ り、大学文書館 に、館長を置 ぐ。

2館 長は、副学長の うちか ら、総長が任命す る。

(副館長)・

第6条 学則第26条 の規定によ り、大学文書館 に、副館長 を置 く。

2副 館長 は、本学の教授の うちか ら、館長 の推薦によ り、総長が任命す る。
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3副 館長の任期 は、2年 とする。 ただ し、当該副館長への就任時における館長 の任期の

終期を超えることはできない。

4副 館長は、再任 され ることができる。

(室長)

第7条 第3条 に規定す る室に、それぞれ室長 を置 く。

2室 長は、当該室の業務 を掌理す る。

(文書館委員会)

第8条 学則第39条 の規定によ り、文書館 に、文書館 の重要事項 を審議す るため、文書

館委員会(以 下 「委員会」 とい う。)を 置 く。

第9条 委員会は、次の各号に掲げる委員 をもって組織す る。

(1)館 長及び副館長

(2)文 書館の教授(兼 任の教授 を除 く。)

(3)人 文科学研究院、人間環境学研究院、法学研究院及び経済学研究院の教授及び准教

授の うちか ら選ばれた者2人

(4)理 学研究院、工学研究院、システム情報科学研究院、農学研究院及び情報基盤研究

開発セ ンター並びに数理学研究院又はマス ・フォア ・イ ンダス トリ研究所の教授及び

准教授の うちか ら選ばれた者2人

(5)芸 術工学研究院の教授及び准教授の うちか ら選ばれた者1人

(6)医 学研 究院、歯学研 究院、薬学研究院及び生体防御 医学研究所の教授及び准教授の

うちから選ばれた者2人

(7)比 較社会文化研究院、言語文化研 究院及び高等教育開発推進セ ンターの教授及び准

教授 の うちか ら選ばれた者2人

(8)総 合理工学研究院、応用力学研究所 、先導物質化学研 究所及び健康科学センターの

教授及び准教授の うちか ら選 ばれた者2人

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

2前 項第3号 か ら第9号 の委員の任期は、

合の後任者の任期は、前任者 の残任期 間 とす る。

3前 項 の委員は、再任 され ることができる。

センター群協議会を構成する教授のうちから選ばれた者1人

附属図書館長

総合研究博物館長

総務部長

附属図書館事務部長

2年 とする。ただし、委員に欠員が生じた場
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(文書館運営協議会)

第10条 委員会 に文書館 の運営事項 を協議す るため、文書館運営協議会を置 く。

第11条 文書館運営協議会は、次の各号に掲 げる委員をもって組織す る。

(1)副 館長

(2)法 人文書資料室長、大学史資料室長及び百年史編集室長

(3)第13条 に規定する兼任の職員

(室員)

第12条 文書館 に、室員 として教員及び事務職員若干人 を置 く。

2室 員 は、室長の命 を受け、大学文書館 の業務 を処理す る。

(兼任の職員)

第13条 文書館に、第2条 に定める文書館の 目的を達成す るため、兼任 の職員を置 くこ

とができる。

2兼 任の職員 は、本学の教員及び事務職員の うちか ら、委員会の推薦によ り、総長が任

命す る。

3兼 任の職員の任期は、2年 とし、再任 を妨げない。

(事務)

第14条 文書館の事務は、総務部総務課及び百周年記念事業推進課 において処理す る。

(利用)

第15条 文書館が所蔵す る資料の利用に関 し必要 な事項は、総長が別 に定める。

(雑則)

第16条 この規則に定めるもののほか、文書館の組織及び運営に関 し必要な事項は、委

員会の議を経て、館長が定める。

附則

1こ の規則 は、平成17年4.月1日 か ら施行す る。

2九 州大学大学史料室規則(平 成16年 度九大規則第50号)は 、廃止する。

附則(平 成18年 度九大規則第7号)

この規則 は、平成18年6月1日 か ら施行す る。
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附則(平 成18年 度九大規則第64号)

この規則 は、平成19年4.月1日 か ら施行す る。

附則(平 成19年 度九大規則第3号)

この規則は、平成19年5月1日 か ら施行す る。

附則(平 成20年 度九大規則第35号)

1こ の規則は、平成21年1月1日 か ら施行す る。

2改 正後の九州大学大学文書館規則第3条 第2項 に規定す る百年史編集室は、九州大学百

年史編集 に係 る業務が終了 した 日をもって廃止す る。

附則(平 成20年 度九大規則第63号)

この規則 は、平成21年4月1日 か ら施行す る。

附則(平 成21年 度九大規則第14号)

この規則は、平成21年8月1日 か ら施行す る。

附則(平 成22年 度九大規則第134号)

この規則は、平成23年4月1日 か ら施行す る。
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5.九 州大学大学文書館印刷物収集 ・整理 ・保存要項

九州大学大学文書館印刷物収集 ・整理 ・保存要項

実施:平 成17年4月1日

1趣 旨

この要項は、九州大学大学文書館規則(平 成16年 度九大規則第201号)第2条 に規

定す る業務 を円滑 に実施す るため、九州大学(以 下 「本学」 とい う。)に お ける印刷物の系

統的な収集 ・整理 ・保存に関 し、必要な事項を定めるものとす る。

2印 刷物の送付

本学において、職員、学生、市民等 に対 し周知する 目的 をもって、次のいずれかに該 当

す る印刷物を作成 した ときは、作成者は、その一部を大学文書館に送付 しなければな らな

い。

(1)年 史、沿革史及び略史

(2)規 則集

(3)広 報 の 目的で発行す る定期刊行物

(4)職 員録、入学生名簿、学生名簿、卒業生名簿及び電話番号簿

(5)入 学案内、学生便覧、施設等の紹介 を目的 とす るもの

(6)履 修 の手引、講義要項、講義題 目、授業時間割表その他 の修学指導のため印刷するもの

(7)教 育研究活動に関す る報告書及び研究課題一覧(学 術研究論文集、紀要を除 く。)

(8)本 学の各機関において将来計画その他当面す る課題の周知を 目的として印刷 した もの

3印 刷物の整理 ・保存

大学文書館 は、2に より送付 された資料を、本学の記録管理及び共同利用のため、整理

し、及び保存す るもの とする。

4実 施

(1)こ の要項 は、平成17年4月1日 から実施す る。

(2)九 州大学大学史料室印刷物収集 ・整理 ・保存要項(平 成16年4.月1日 実施)は 、廃止

す る。
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6.京 都大学大学文書館規程

京都大学大学文書館規程

平成16年4月1日

達示第59号 制定

(目的)

第1条 京都大学 に、公文書等の管理 に関す る法律(平 成21年 法律第66号)に 基づ く

特定歴史公文書等その他京都大学の歴史 に係 る各種の資料の収集、整理、保存、閲覧及

び調査研究 を行 うため、大学文書館 を置 く。

(館長)

第2条 大学文書館に、館長を置 く。

2館 長 は、京都大学の教授の うちか ら総長の指名す る者 をもって充てる。

3館 長の任期は、2年 とし、再任 を妨げない。

4館 長 は、大学文書館の館務 を総括する。

(職員等)

第3条 大学文書館に、教授、准教授、講師、助教及びその他の職員を置 く。

2大 学文書館に、調査員 を置 く。

(分館)

第4条 大学文書館に、分館 を置 くこ とができる。

(運営協議会)

第5条 大学文書館に、大学文書館 の管理運営に関す る重要事項を審議す るため、運営協

議会(以 下 「協議会」 とい う。)を 置 く。

2協 議会は、次 の各号に掲げる協議員で組織す る。

(1)総 長が指名す る理事

(2)部 局長若干名

(3)附 属図書館長

(4)館 長

(5)大 学文書館の教授及び准教授

(6)そ の他総長が必要 と認 める者若干名

3前 項第2号 及び第6号 の協議員は、館長が委嘱す る。

4第2項 第2号 及び第6号 の協議員の任期は、2年 とし、再任 を妨げない。ただ し、補

欠 の協議員 の任期は、前任者の残任期間 とする。
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(委員長)

第6条 協議会に委員長 を置 き、協議員の互選によって定める。

2委 員長は、協議会を招集 し、議長 となる。

3委 員長 に事故があるときは、あ らか じめ委員長の指名す る協議員が、その職務 を代行

す る。

(小委員会)

第7条 協議会 に、必要に応 じて小委員会を置 くことができる。

2小 委員会の組織及び運営に関 し必要 な事項は、協議会が定める。

(協議員以外の出席者)

第8条 協議会は、必要 と認めるときは、協議員以外の者を協議会に出席 させて、説明又

は意見 を聴 くことができる。

(雑則)

第9条 第6条 及び第7条 に定めるもののほか、協議会 の運営に関 し必要な事項 は、協議

会が定める。

(事務組織)

第10条 大学文書館 の事務 は、総務部総務課 において処理す る。

(内部組織)

第11条 この規程 に定めるもののほか、大学文書館の組織及び運営に関 し必要な事項は、

館長が定 める。

附則

1こ の規程は、平成16年4月1日 か ら施行す る。

2こ の規程の施行後最初に任命す る館長の任期 は、第2条 第3項 の規定にかかわ らず、

平成16年10月31日 まで とす る。

3京 都大学大学文書館要項(平 成12年10月24日 総長裁 定)は 、廃止す る。

附則

この規程は、平成19年4月1日 か ら施行す る。

附則

この規程は、平成23年4月1日 か ら施行す る。
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7.同 志社 社史資料セ ンター規程

同志社社史資料センター規程

2004年4月24日 制定

2004年5月1日 施行

改正2010年2月18日

(設置)

第1条 本学に同志社社史資料センター(以 下 「セ ンター」 とい う。)を 置 く。

(目的)

第2条 センターは,創 立者新島裏並びに同志社 関連資料の収集,整 理,保 存及び公開業

務 を継続,発 展 させ,同 志社創立以来の歴史 と伝統を後世に継承 してい くとともに同志

社教育の充実 と発展 に寄与す ることを目的 とす る。

(事業)

第3条 セ ンターは,前 条の 目的を達成す るために,以 下の事業 を行 う。

(1)同 志社社史資料 の研究,収 集,整 理,保 存及び公開に関す ること。

(2)新 島研究に関すること。

(3)同 志社社史編纂に関す ること。

(4)『 同志社談叢』の発行 に関すること。

(5)NeesimaRoomの 管理運営に関すること。

(6)ハ リス理化学校記念展示室の管理運営に関す ること。

(7)新 島遺品庫の管理運営に関す ること。

(8)新 島裏 旧邸の管理運営に関す ること。

(9)新 島裏及び同志社建学の精神 についての啓蒙活動に関す ること。

(10)そ の他センター設置の 目的に照 らして必要 と認 め られ る事業

(所長)

第4条 セ ンターに所長 を置 く。

2所 長は,学 長が任命 し,セ ンターの業務 を統括す る。

3所 長の任期は1年 とし,再 任 を妨 げない。

(同志社社史資料センター委員会)

第5条 センターに同志社社史資料セ ンター委員会(以 下 「センター委員会」 とい う・)を

置き,以 下の事項について審議す る。
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(1)セ ンターの事業に関す ること。

(2)社 史資料調査員の候補者推薦に関すること。

(3)そ の他必要な事項

(センター委員会の構成)

第6条 セ ンター委員会 は,次 の者 をもって構成 し,委 員 は学長が委嘱す る。

(1)所 長

(2)教 務部長,企 画部長,総 務部長,人 文科学研究所長,歴 史資料館長及び法人事務部

長

(3)女 子大学,高 等学校,香 里 中学校 ・高等学校,女 子 中学校 ・高等学校,国 際中学校 ・

高等学校,中 学校か ら各1名

(4)学 識経験者若干名

2第1項 第3号 に掲げる委員は,各 学校長の推薦によ り学長 が委嘱 し,そ の任期 は1年 と

す る。ただ し,再 任 を妨 げない。

3第1項 第4号 に掲げる委員は,所 長の推薦 により学長が委嘱 し,そ の任期は1年 とす る。

ただ し,再 任 を妨げない。

4セ ンター委員会は,所 長が招集 し,議 長 となる。

5セ ンター委員会は,委 員の過半数をもって成立 し,議 事 は出席者 の2分 の1以 上の賛成

をもって決する。ただ し,第5条 第2号 に係わる議決 は出席者 の3分 の2以 上の賛成を

必要 とす る。

(運営委員会)

第7条 セ ンター委員会に同志社社史資料セ ンター運営委員会(以 下 「運営委員会」 とい

う。)を 置 く。

2運 営委員会は,第3条 に掲 げる事項について計画立案 し,セ ンター委員会の議 を経てそ

の実施 にあた る。

(運営委員会の構成)

第8条 運営委員会は,次 の者 で構成する。

(1)所 長

(2)第6条 に掲 げる者の うち所長 が任命する者若干名

(3)所 長が必要 と認 めた者若干名

2委 員の任期 は1年 とし,再 任を妨げない。

3委 員会は,所 長が招集 し,議 長 となる。
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(事務室)

第9条 セ ンターに事務室を置 く。

2事 務室に職員若干名 を置き,セ ンターの事業,委 員会に関わる事務,そ の他必要な事務

を行 う。

3セ ンターの事務組織は,同 志社大学事務機構規程に定めるところによる。

(社史資料調査員)

第10条 事務室 に社史資料調査員 たる職員若干名 を置 く。

2社 史資料調査員 は,社 史資料の収集,整 理,調 査,企 画,展 示等 の業務を行 う。

3社 史資料調査員 の選考に関する事項は,別 に定 める。

(事務の所管)

第11条 この規程に関す る事務は,同 志社社史資料センター事務室が行 う。

(改廃)

第12条 この規程の改廃は,セ ンター委員会の議 を経て大学評議会で行 う。

附 則

この規程は,2010年4月1日 か ら施行す る。
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8.東 北大学学術資源研究公開センター規程

平 成18年4.月26日

規 第71号

東北大学学術資源研究公開センター規程

目次

第1章 総則(第1条 ・第2条)

第2章 職及び職員(第3条 一第5条)

第3章 業務組織(第6条 一第8条)

第4章 運営専門委員会(第9条 一 第14条)

第5章 雑則(第15条 ・第16条)

附則

第1章 総則

(趣旨)

第1条 この規程は、東北大学学術資源研究公 開センター(以下 「センター」とい う。)

の組織及び運営について定めるものとす る。

(目的)

第2条 センターは、東北大学(以下 「本学」とい う。)の学内共同教育研究施設等 と

して、学術標本、歴史資料 として重要な公文書その他の本学の歴史に関す る資料、

第8条 に規定す る植物園の敷地内に生育す る生物資源等、本学が所蔵す る学術資

料 の収集、保管又は保全及び研究を行い、 もって学内の教育研究 に資する ととも

に、 これ らを広 く一般 に公開 して社会教育の振興に寄与することを目的 とする。

第2章 職及び職員

(職及び職員)

第3条 センターに、次の職及び職員 を置 く。

セ ンター長

教授

准教授

講師

助教

助手

事務職員
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(センター長)

第4条 セ ンター長は、セ ンターの業務 を掌理す る。

2セ ンター長は、本学の専任 の教授 をもって充てる。

3セ ンター長の選考は、東北大学教育基盤施設群運営委員会の議に基づき、総長が

行 う。

4セ ンター長の任期 は、2年 とし、再任 を妨 げない。

(協力研 究員及び協力調査員)

第5条 第3条 に規定するもののほか、セ ンターに、協力研究員及び協力調査員 を

置 くことができる。

2協 力研究員は、センターの業務の うち特定の事項 について調査研究及び公開を行

い、協力調査員は、センターの業務の うち特定の事項 について調査等 を行 う。

3協 力研究員は本学の専任の教員以外の研究者等をもって、協力調査員 は本学の事

務職員又は技術職員 をもって充てる。

4協 力研究員及び協力調査員 は、第9条 に規定する運営専門委員会の推薦 に基づ き、

セ ンター長が委嘱す る。

5協 力研究員及び協力調査員 の任期は、1年 とし、再任 を妨 げない。

第3章 業務組織

(総合学術博物館)

第6条 セ ンターに、業務組織 として、総合学術博物館 を置 く。

2総 合学術博物館は、学術標本の収集、公開等 を行 う。

3総 合学術博物館に、館長 を置 く。

4館 長 は、総合学術博物館の業務を掌理す る。

5館 長 は、本学の専任の教授 をもって充てる。

6館 長 の選考は、第9条 に規定す る運営専門委員会の議 に基づ き、セ ンター長が行

う。

7館 長 の任期は、2年 とし、再任を妨げない。

(史料館)

第7条 センターに、業務組織 として、史料館 を置 く。

2史 料館は、次に掲げる業務 を行 う。
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一 公文書等の管理に関す る法律(平成21年 法律第66号
。以下 「法」 とい う。)第2

条第7項 に規定す る特定歴史公文書等の うち、第8項 の公文書室に移管 され、又

は寄贈 され、若 しくは寄託 されたもの及び法の施行の際、現に公文書室が保存す

る歴史公文書等(現用のものを除 く。)の保存、公 開等

二 本学の歴史資料 としての価値を有する資料(前 号に掲げるものを除 く。)の収集、

公開等

3史 料館に、館長 を置 く。

4館 長 は、史料館の業務を掌理す る。

5館 長 は、本学の専任の教授をもって充て る。

6館 長 の選考は、第9条 に規定す る運営専門委員会の議 に基づき、センター長 が行

う。

7館 長 の任期は、2年 とし、再任 を妨げない。

8史 料館に、公文書室及び記念資料室を置 く。

9公 文書室は、法第2条 第3項 第2号 に規定す る国立公文書館等 として、第2項 第

1号 に規定する業務 を処理する。

10記 念資料室は、第2項 第2号 に規定する業務 を処理す る。

11公 文書室及び記念資料室にそれぞれ室長 を置 き、史料館長 をもって充てる。

(植物園)

第8条 セ ンターに、業務組織 として、植物園を置 く。

2植 物園は、園内に自生す る植物の保護及び栽培を行 うとともに、植物標本の収集、

公開等 を行 う。

3植 物園に、園長 を置 く。

4園 長 は、植物園の業務を掌理す る。

5園 長 は、本学の専任の教授をもって充て る。

6園 長 の選考は、次条 に規定す る運営専門委員会の議に基づ き、セ ンター長が行 う。

7園 長の任期は、2年 とし、再任 を妨げない。

8植 物園に、八甲田山分園を置 く。

第4章 運営専門委員会

(運営専門委員会)

第9条 セ ンターに、その組織、人事、予算その他運営に関す る事項を審議す るた

め、運営専門委員会 を置 く。

(運営専門委員会の組織)

第10条 運営専門委員会は、委員長及び次に掲げる委員 をもって組織す る。
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}
総合学術博物館長、史料館長及び植物園長1

二 各研究科、教育情報学研究部、各附置研究所、東北アジア研究センター及び高

等教育開発推進センターの教授又は准教授 各1人

三 センターの専任の教授及び准教授

四 その他運営専門委員会が必要と認めた者 若干人

(委員長)

、第11条 委員長は、センター長 をもって充て る。

2委 員長は、会務 を掌理す る。

(委嘱)

第12条 第10条 第2号 及び第4号 に掲 げる委員 は、セ ンター長が委嘱す る。

(任期)

第13条 第10条 第2号 及び第4号 に掲 げる委員 の任期は、2年 とす る。ただ し、

補欠の委員の任期は、前任者 の残任期間 とす る。

2前 項の委員は、再任 され ることができる。

(部会)

第14条 運営専門委員会に、各業務組織 の運営 を円滑に行わせ るため、部会を置 く。

2部 会 は、委員若干人 をもって組織す る。

第5章 雑則

(事務)し

第15条 セ ンターの事務については、国立大学法人東北大学事務組織規程(平成16

年規第151号)の 定めるところによる。

(雑則)

第16条 この規程 に定めるもののほか、セ ンターの組織及び運営に関 し必要な事項

は、セ ンター長が定 める。

附 則

1こ の規程 は、平成18年4月26日 か ら施行 し、平成18年4月1日 か ら適用する。

2次 に掲 げる規程 は、廃止す る。

東北大学総合学術博物館規程(平成10年 規第44号)

二 東北大学史料館規程(平成12年 規第156号)
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三 東北大学植物園規程(平成17年 規第94号)

3平 成18年4.月1日(以 下 「適用 日」とい う。)前に前項の規定による廃止前の東北大

学総合学術博物館規程 の規定 によ り適用 日に総合学術博物館長に併任 され るものと

して選考 された者 は、適用 日において第6条 第6項 の規定に より選考 されたもの と

みなす。

4適 用 日の前 日に第2項 の規定による廃止前 の東北大学史料館規程の規定により史料

館長 の任 にある者 は、適用 日において第7条 第6項 の規定により史料館長 となった

もの とみなし、その任期は、同条第7項 の規定にかかわ らず、平成18年11.月5日

まで とする。

5適 用 日の翌 日以後最初 に選考 され る史料館長の任期 は、第7条 第7項 の規定にかか

わらず、平成20年3月31日 まで とす る。

6適 用 日の前 日に第2項 の規定による廃止前の東北大学植物園規程の規定により植物

園長の任 にある者は、適用 日において第8条 第6項 の規定により植物園長 となった

もの とみなす。

附 則(平成19年4月1日 規第70号 改正)

1こ の規程 は、平成19年4月1日 か ら施行す る。

2こ の規程施行 の際現 に改正前の第10条 第2号 に規定する委員(以下「改正前の委員」

とい う。)と して委嘱 されてい る者(助教授に限る。)は、改正後の同号に規定す る委

員 として委嘱 されたもの とみな し、その任期は、第13条 第1項 本文の規定にかかわ

らず、改正前の委員 の任期の残任期間 と同一の期間 とす る。

附 則(平成23年5月31日 規第71号 改正)

この規程は、平成23年5.月31日 か ら施行 し、改正後の第2条 並びに第7条 第2項 及

び第8項 か ら第11項 までの規定は、平成23年4.月1日 か ら適用す る。
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9.名 古屋大学大学文書資料室規程

名古屋大学大学文書資料室規程

(平成16年4月1日 規程第220号)

改正 平成18年2月27日 規程第69号

平成18年4月18日 規程第4号

平成23年3月28日 規程第86号

(設置)

第1条 名古屋大学(以下 「本学」 とい う。)に,本 学の法人文書及び歴史 にかかわる文書並

びにその他の記録 を管理 し,調 査研究 を行 うとともに,本 学情報の公開に積極的に対応

す るため,名 古屋大学大学文書資料室(以下 「資料室」 とい う。)を置 く。

2資 料室は,公 文書等の管理に関す る法律(平 成21年 法律第66号 。以下 「法」とい う。)

第2条 第3項 第2号 に定める国立公文書館等(以 下 「国立公文書館等」とい う。)と して

の機能を有す る。

(業務)

第2条 資料室は,次 に掲げる業務を行 う。

一 本学の法人文書及びその他の記録(以 下 「大学文書」 とい う
。)の管理並びに評価選別に

関す ること。

二 本学の歴史にかかわる文書及びその他の記録(以 下 「記録史料」 とい う。)の継続的な収

集,整 理,保 存及び活用に関すること。

三 大学文書及び記録史料の調査研究に関す ること。

四 国立公文書館等 として,法 第2条 第7項 に規定す る特定歴史公文書等の保存及び利用

に関す ること。

五 その他大学文書及び記録史料に関す ること。

(職員)

第3条 資料室 に,室 長その他必要な職員を置 く。

(室長)

第4条 室長は,本 学の教授 の うちか ら総長が任命する。

2室 長 の任期は,2年 とす る。ただ し,再 任 を妨げない。

(運営委員会)

第5条 資料室に,名 古屋大学センター協議会規程(平 成17年 度規程第68号)第3条 第
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2項 の規定によ り委任 され た事項その他資料室の運営に関す る事項 を審議す るため,名 古

屋大学大学文書資料室運営委員会(以下 「運営委員会」 とい う。)を置 く。

2運 営委員会の組織及び運営に関 し必要な事項は,別 に定める。

(事務)

第6条 資料室の事務は, 総務部総務課において処理する。

(雑則)

第7条 この規程に定めるもののほか,資 料室に関 し必要 な事項は,運 営委員会及び名古

屋大学センター協議会の議 を経て,総 長が定 める。

附 則

この規程 は,平 成16年4.月1日 か ら施行 す る。

附 則(平成18年2月27日 規程第69号)

この規程 は,平 成18年4月1日 から施行す る。

附 則(平 成18年4.月18日 規 程 第4号)

この規 程 は,平 成18年4月18日 か ら施行 し,平 成18年4月1日 か ら適 用す る。

附 則(平 成23年3.月28日 規 程 第86号)

この規 程 は,平 成23年4.月1日 か ら施 行す る。
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10.広 島大学文書館規則

(平成16年4月1日 規則第53号)

改正平成17年3月15日 規則第22号 平成17年5月17日 規則第105号

平成19年3月13日 規則第24号 平成19年6月27日 規則第141号

平成20年3月31日 規則第131号 平成21年3月31日 規 則第49号

平成22年3.月31日 規則第37号 平成23年3月23日 規則第10号

平成23年3月31日 規則第38号

広島大学文書館規則

(趣旨)

第1条 この規則は,広 島大学学則(平成16年4月1日 規則第1号)第18条 の規定に基

づき,広 島大学文書館(以下 「文書館」とい う。)の管理運営 に関 し必要な事項 を定めるも

の とする。

(目的)

第2条 文書館は,広 島大学(以下 「本学」 とい う。)の学内共同教育研究施設 として,本 学

にとって重要な文書の整理 ・保存並びに大学の歴 史に関す る資料 の収集 ・整理 ・保存及

び公開を行 うとともに,関 連す る分野の教育研究を行 うことを 目的 とす る。

(組織)

第3条 文書館に,次 の職員 を置 く。

(1)館 長

(2)副 館長

(3)専 任教員

(4)そ の他必要な職員

2文 書館に,前 項に掲げるもののほか,研 究員,客 員研究員又は調査員 を置 くことができ

る。

第4条 館長 は,本 学専任 の教授 をもって充てる。

2館 長は,財 務 ・総務室セ ンター等推進部門(以下 「推進部門」 とい う。)の意見を聴いて,

学長が任命す る。 ・ ・

3館 長 は,推 進部門の助言に より文書館の業務 を掌理す る。

4館 長の任期は,2年 とし,再 任 を妨 げない。

5館 長 が辞任を申 し出た とき,又 は欠員 となった ときの後任者の任期 は,そ の任命 の 日か

ら起算 して1年 を経過 した 日の属す る年度の末 日まで とす る。
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第5条 副館長は,次 に掲 げる者 をもって充て る。

(1)本 学専任の教授

(2)副 理事(総務企画担当)

2前 項第1号 の副館長は,推 進部門の意見を聴いて,学 長 が任命する。

3副 館長は,館 長の職務 を補佐する。'

4第1項 第1号 の副館長の任期 は,2年 とす る。ただ し,館 長の任期 の終期 を超 えること

はできない。

5第1項 第1号 の副館長の再任 は,妨 げない。

第6条 文書館の専任教員 は,役 員会の議 を経て,学 長が任命す る。

第7条 研究員は,本 学の職員 をもって充てる。

2研 究員は,推 進部門の意見を聴いて,学 長が任命す る。

3客 員研究員は,学 外の研究者等をもって充て る。

4客 員研究員は,推 進部門の意見を聴いて,学 長が委嘱する。

5研 究員及び客員研究員の任期 は,2年 とす る。ただ し,4月2日 以降に任命又は委嘱 さ

れた場合の任期 は,そ の任命又は委嘱の 日か ら起算 して1年 を経過 した 日の属す る年度

の末 日まで とする。

6研 究員及び客員研究員の再任 は,妨 げない。

第8条 調 査員は,本 学専任 の教員,学 外の研究者等の うちか ら,推進部門の意見を聴いて,

学長が任命又は委嘱す る。

2調 査員は,館 長の指示に基づき,調 査研究を行 う。

3調 査員の任期は,2年 とす る。 ただ し,4月2日 以降に任命又は委嘱 された場合の任期

は,そ の任命又は委嘱の 日か ら起算 して1年 を経過 した 日の属する年度の末 日まで とす

る。

4調 査員の再任 は,妨 げない。

第9条 文書館に,顧 問を置 くことができる。

2顧 問は,学 識経験者の うちか ら,推 進部門の意見 を聴いて,学 長が任命又は委嘱す る。

3顧 問は,館 長の依頼 に基づ き,助 言等を行 う。

4顧 問の任期は,2年 とす る。ただ し,4月2日 以降に任命又は委嘱 され た場合の任期 は,

その任命又は委嘱の 日か ら起算 して1年 を経過 した 日の属す る年度の末 日まで とす る。

5顧 問の再任は,妨 げない。
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(室)

第10条 文書館 に,第2条 に掲げる 目的を達成するため,次 の室を置 く。

(1)公 文書室

(2)大 学史資料室

第11条 室に室長及 び室主任 を置き,文 書館 の職員 をもって充てる。

2室 長は,室 の業務を掌理す る。

3室 主任 は,室 長 の職務を補佐す る。

4室 長及び室主任の任期は,2年 とする。ただ し,4月2日 以降に任命 された場合 の任期

は,そ の任命の 日か ら起算 して1年 を経過 した 日の属する年度の末 日までとす る。

5室 長及び室主任の再任 は,妨 げない。

(文庫)

第12条 文書館 に,文 庫を置 く。

2文 庫 に文庫長 を置き,本 学の職員 をもって充てる。

3文 庫長は,推 進部 門の意見を聴 いて,学 長が任命する。

4文 庫長は,文 庫に関す る教育研究 を推進す る。

5文 庫長の任期 は,2年 とす る。ただ し,4.月2日 以降に任命 された場合の任期 は,そ の

任命 の 日から起算 して1年 を経過 した 日の属す る年度 の末 日まで とする。

6文 庫長の再任は,妨 げない。

(分館)

第13条 文書館 に,分 館 を置 くことができる。

(公文書分室)

第14条 公文書室に,公 文書分室を置 く。

(運営委員会)

第15条 文書館 に,広 島大学文書館運営委員会(以下 「運営委員会」 とい う。)を 置 く。

第16条 運営委員会は,次 に掲げる委員で組織す る。

(1)館 長

(2)副 館長

(3)副 図書館長

(4)広 島大学法人文書管理規則(平成23年3月31日 規 則第36号)第5条 第1項 及び第2

項に規定する文書管理者の うちから,館 長が推薦する者若干人
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(5)文 書館の専任教員(教授及び准教授に限る。)

(6)学 長が必要 と認 めた者若干人

2委 員は,学 長が任命す る。

3第1項 第6号 の委員の任期 は,2年 とし,4月1日 に任命することを常例 とする。た

だ し,4月2日 以降に任命 された場合の任期 は,そ の任命の 日か ら起算 して1年 を経過

した 日の属す る年度の末 日まで とする。

4第1項 第6号 の委員の再任 は,妨 げない。

第17条 運営委員会は,文 書館に関し次に掲げる事項 を審議す る。

(1)管 理運営の基本方針 に関す ること。

(2)事 業計画に関す ること。

(3)そ の他文書館の運営に関す ること。

第18条 運営委員会 に委員長 を置き,館 長をもって充て る。

2委 員長 は,運 営委員会 を招集 し,そ の議長 となる。

3委 員長 に事故があるときは,委 員長 があ らか じめ指名 した委員が,そ の職務を代行す る。

第19条 運営委員会 は,必 要 と認 めた ときは,委 員以外の者の出席 を求め,そ の意見を聴

くことがで きる。

(特定歴史公文書等の利用等)

第20条 公文書等の管理 に関す る法律(平成21年 法律第66号)第2条 第7項 に規定す る

特定歴史公文書等の保存,利 用及び廃棄に関 し必要な事項は,別 に定める。

(運営支援)

第21条 文書館の運営支援は,財 務 ・総務室総務 グループにおいて行 う。

(雑則)

第22条 この規則に定めるもののほか,文 書館 の管理運営に関 し必要な事項は,文 書館が

定める。

附 則

1こ の規則は,平 成16年4.月1日 か ら施行す る。

2文 書館設置後最初に任命 される文書館長 については,第4条 第2項 の規定にかかわ らず,

旧広島大学文書館設立準備委員会の推薦によ り,学 長が任命す る。
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3文 書館設置後最初 に任命 され る文書館の専任教員については,第5条 の規定にかかわ ら

ず,旧 広島大学文書館設立準備委員会の推薦 により,学 長が任命す る。

附 則(平 成17年3月15日 規 則第22号)

この規 則 は,平 成17年4.月1日 か ら施 行す る。

附 則(平 成17年5月17日 規則 第105号)

この規則 は,平 成17年5月21日 か ら施 行す る。

附 則(平成19年3月13日 規則第24号)

この規則 は,平 成19年4月1日 か ら施行す る。

附 則(平成19年6.月27日 規則第141号)

この規則は,平 成19年6月27日 か ら施行 し,こ の規則による改正後の広島大学文書館

則 の規定は,平 成19年5月21日 から適用す る。

附 則(平 成20年3月31日 規則 第131号)

この規則 は,平 成20年4.月1日 か ら施 行 す る。

附 則(平 成21年3.月31日 規 則第49号)

この規則 は,平 成21年4月1日 か ら施行 す る。

附 則(平 成22年3.月31日 規則 第37号)

この規 則 は,平 成22年4.月1日 か ら施 行す る。

附 則(平成23年3月23日 規則第10号)

この規則は,平 成23年4月1日 か ら施行する。

附 則(平成23年3月31日 規則第38号)

この規則 は,平 成23年4月1日 か ら施行す る。
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11.明 治大学史資料 セ ンター規程

明治大学史資料センター規程

2002年11月18日 制 定

2002年 度 規程 第10号

(設置)

第1条 学校 法人 明治 大学(以 下 「本 法人 」 とい う。)に,

「セ ンター」 とい う。)を 設 置す る。

明治大学史資料セ ンター(以 下

(目的)

第2条 セ ンター は,本 法人の歴史(以 下 「校史」 とい う。)に 関す る調査,研 究並び に校

史に係 る資料(以 下 「資料」 とい う。)の 収集,保 存及び公開を行 い,も って本学の発展

に資することを目的 とす る。

(事業)

第3条 セ ンターは,前 条の 目的を達成す るため,次 の事業を行 う。

(1)校 史の調査及び研究

(2)校 史の編纂

(3)資 料の収集,整 理及び保存

(4)資 料の展示

(5)展 示場の管理 ・運営

(6)校 史に関す る情報の提供等

(7)出 版物等の編集 ・刊行

(8)講 演会等の実施

(9)そ の他必要な事業

(組織)

第4条 セ ンターは,次 に掲げる者 をもって組織す る。

(1)所 長

(2)副 所長

(3)第8条 第1項 第3号 に定める運営委員

(4)第8条 の2に 定める研究調査員

(5)総 務部企画総務課長及び事務職員

2前 項 に掲 げる者のほか,セ ンターは,事 業計画の実施上必要があるときは,嘱 託を置 く

ことができる。
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(所長)

第5条 所長は,セ ンターの業務 を総括 し,セ ンター を代表す る。

2所 長 は,専 任教員である運営委員の中か ら,運 営委員会が理事長に推薦 し,理 事会にお

いて任命する。

3所 長の任期 は,2年 とす る。 ただ し,補 欠の所長の任期は,前 任者 の残任期間 とす る。

4所 長は,再 任 され ることができる。

(副所長)

第6条 副所長は,所 長を補佐 し,所 長 に事故 あるときは,そ の職務を代行す る。

2副 所長は,所 長が理事長に推薦 し,理 事会 において任命す る。

3前 条第3項 及び第4項 の規定は,副 所長 の任期及び再任 について準用す る。

(運営委員会)

第7条 センターに,次 に掲げる事項について審議す るため,運 営委員会を置 く。

(1)セ ンターの事業計画に関する重要事項

(2)セ ンターの管理 ・運営に関す る重要事項

(3)校 史の調査及び研究に関す る事項

(4)そ の他運営委員会が必要 と認めた事項

(運営委員)

第8条 運営委員会 は,次 に掲げる運営委員 をもって構成す る。

(1)所 長

(2)副 所長

(3)校 史に関 して専門知識 を有す る専任教職員 の中か ら,運 営委員会の推薦 に基づき,理 事

長が理事会の同意を得て委嘱す る者若干名

(4)総 務部長

(5)総 務部企画総務課長

2運 営委員の任期 は,職 務上運営委員 となる者 を除き,2年 とす る。ただ し,再 任 を妨げ

ない。

3補 欠の運営委員 の任期は,前 任者ρ残任期間 とす る。

(研究調査員)

第8条 の2セ ンターに,研 究調査員若干名 を置 くことができる。・

2研 究調査員は,本 学教職員の中か ら,所 長が運営委員会 の同意 を得て委嘱す る。

(委員長及び副委員長)
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第9条 運営委員会 に,委 員長及び副委員長 を置 く。

2委 員長 には所長 を,副 委員長 には副所長 をもって充てる。

3委 員長 は,運 営委員会の議長 となる。

4副 委員長は,委 員長 に事故ある ときは,そ の職務 を代行す る。

(会議)

第10条 運営委員会は,委 員長が招集する。

2運 営委員会 は,運 営委員 の過半数が出席 しなけれ ば,会 議 を開き,議 決す ることができ

ない。

3運 営委員会 の議事は,出 席運営委員の過半数で これ を決 し,可 否同数の ときは,委 員長

の決す るところによる。

4理 事長 は,運 営委員会に出席 し,意 見を述べることができる。

5運 営委員会は,必 要に応 じて,運 営委員以外 の者 を出席 させ ることができる。

(事務)

第11条 セ ンターに関す る事務は,総 務部企画総務課が行 う。

(規程の改廃)

第12条 この規程を改廃す るときは,運 営委員会の議 を経て,理 事会が行 う。

(雑則)

第13条 この規程に定めるもののほか,セ ンターの管理及び運営に関 し必要な事項は,運

営委員会の議 を経て定 める。

附 則(2002年 度規程第10号)

(施行期 日)

1こ の規程は,2003年(平 成15年)4.月1日 か ら施行す る。

(例規の廃止)

2明 治大学史料委員会設置要綱(1994年 度例規第11号 。以下 「要綱」とい う。)は,

廃止す る。

(経過措置)

3第5条 第2項 の規定にかかわらず,こ の規程 の施行後に最初 に所長 となる者については,

要綱第3条 の規定による委員である者の中か ら,総 長 の推薦に より理事会が決定す る。

4こ の規程の施行の際,現 に要綱第3条 の規定による委員である者 については,こ の規程

による最初 の運営委員になるもの とする。

(通達第1185号)
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附 則(2003年 度規程第22号)

この規程は,2004年(平 成16年)4月1日 か ら施行す る。

(通達第1255号)(注 センターに研究調査員 を置 くことができるよ うにす るための改

正)

附 則(2005年 度規程第16号)

この規程 は,2006年(平 成18年)2月2日 か ら施行 し,改 正後の明治大学史資料

センター規程の規定は,2005年(平 成17年)4月1日 か ら適用する。

(通達第1417号)(注 規定中 「総長」を 「理事長」に変更す ることに伴 う改正)

附 則(2007年 度規程第39号)

この規程は,2007年(平 成19年)11月8日 か ら施行す る。

(通達第1603号)(注 事務機構改革によるセ ンターの構成員,運 営委員会委員の事務

管理職名及び事務部署名の変更に伴 う改正)
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12.立 教学院史資料セ ンター規程

立教学院史資料セ ンター規程

制定 二〇〇〇年一〇月一八 日

施行 二〇〇〇年一〇月一一八 日

改正 二〇〇二年 二月二七 日

改正 二〇〇二年一二月 四 日

改正 二〇一一一年 四月 一 日

(設置および名称)

第1条 本学に立教学院史資料セ ンター(以 下 「センター」 とい う)を 置 く。

(目的)

第2条 セ ンターは、立教学院の歴史お よび学院関係者の事蹟 に関す る資料 の収集 ・保存、

調査 ・研究 な どを通 じて、本学院の発展に資す ることを 目的 とす る。

(事業)

第3条 セ ンターは、前条の 目的を達成するために、次の事業 を行 う。

(1)資 料の収集 、整理お よび保存

(2)調 査 ・研究お よびその成果の発表

(3)展 示会、講演会、公開講座等の開催

(4)資 料の公開お よび レファレンスサー ビス

(5)学 院内における立教史の教育に関す る業務

(6)そ の他第2条 の 目的達成に必要な事項

(センター長およびその職務)

第4条 センターに、センター長1名 を置 く。なお、必要に応 じて副センター長を置 くこ

とができる。

2.セ ンター長は、セ ンターの業務 を統括 し、センター を代表す る。副センター長 は、セ

ンター長の指示に もとづ き、セ ンター長を補佐す る。

3.セ ンター長は、毎年度 の終わ りに、当該年度の事業経過 ならびに次年度の事業計画案

を総長に報告 し、その承認を得なけれ ばな らない。

4.セ ンター長は、事業計画に変更の必要が生 じた場合、速やかに総長に報告 し、その承

認 を得なければな らない。

第5条 セ ン ター 長 、副セ ンター長 は、総長 が これ を任命 す る。

2.セ ンター長 、副 セ ン ター長 の任 期 は2年 とす る。 ただ し、再 任 を妨 げ ない。
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3.セ ンター長、または副センター長が任期 の途中で退任 した場合、その後任者の任期 は、

前任者の残任期間 とする。

(運営委員お よびその職務)

第6条 センターに運営委員若干名 を置 き、次の区分によ り総長 が任命する。

(1)大 学5名

(2)池 袋 中学校 ・高等学校1名

(3)新 座 中学校 ・高等学校1名

(4)小 学校1名

(5)学 院本部1名

(6)そ の他セ ンター長が特 に指名す る者 校友を含む若干名

2.運 営委員の任期 は2年 とす る。ただ し、再任 を妨げない。

第7条 運営委員は、運営委員会 を構成 し、セ ンターの運営にあたる。

(運営委員会)

第8条 セ ンターに運営委員会を置 く。

2.運 営委員会 は、セ ンター長がこれを招集 し、その議長 となる。

3.運 営委員会 は、次の事項 を審議する。

(1)セ ンターの管理運営に関す る事項

(2)セ ンターの研究 ・事業内容に関する事項 ,

(3)そ の他必要 と認 める事項

(研究員)

第9条 セ ンターには、その事業 に従事す る研究員若干名 を置 く。

2.研 究員は次の区分によ り総長が任命する。

(1)本 学院の教職員の うちか ら、運営委員会 の議 を経てセンター長が推薦す る者

(2)本 学院の教職員以外 の うちか ら、運営委員会 の議 を経てセ ンター長が推薦す る者

3.研 究員の任期は2年 とす る。ただ し、再任 を妨げない

(学術調査員)

第9条 の2セ ンターに学術調査員を置 くことができる。

(事務局)

第10条 センター に事務局 を置 く。
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(改正)

第11条 本規程の改正は、運営委員会の議 を経て総長が これを行 う。

附則 この規程は、二〇〇〇年一〇月一八 日か ら施行す る。

附則 この規程は、二〇〇二年四月一 日か ら施行する。

附則 この規程は、二〇〇二年一二月四 日か ら施行す る。

附則 この規程 は、二〇一一年 四月一 日か ら施行す る。
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